
○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

・正社員と職務が同じパート（１要件）の割合は8.1%（事業所割合では16.7%） 

・正社員と職務が同じかつ人材活用の仕組みが同じパート（２要件）の割合は2.1%（事業所割合では4.0%） 

・正社員と職務が同じかつ人材活用の仕組みが同じで無期契約のパート（３要件）の割合は1.3%（事業所割合では

2.5％） 

働き方が正社員と同じパートの存在割合 H23 

無期がいる 

100% 

8.1% 

パートに占める割合 事業所に占める割合 
正社員とパートの両方を雇用

している事業所のパート 

正社員と職務の内容が同じパート 

正社員と職務の内容が同じかつ 
人材活用の仕組みが同じパート 

無期 
1.3% 

100% 

 
 
 
    

正社員とパートの両方を 
雇用している事業所 

16.7% 

2.5% 

正社員と職務の内容が同じパート
がいる 

正社員と職務の内容が同じかつ 
人材活用の仕組みが同じパート
がいる 

職務が正

社員とほと

んど同じ

パートがい

る 
51.9% 

職務が正

社員とほと

んど同じ

パートはい

ない 
47.1% 

不明 
1.0% 

資料出所：平成18年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

正社員と職務がほとんど同じパートの有無別事業所割合 H18 

（※ H18は再集計をしていないデータである） 

差別的取扱いの禁止（第8条） 

1 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

2.1% 4.0% 

参考No.1 



14.1  9.4  21.6  33.9  21.0  

0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0  80.0  90.0  100.0  

正社員と同様の算定方法（制度・基準）に基づいている 正社員と算定要素が全て共通している 

正社員と算定要素が一部共通している 正社員とは算定要素が全く異なる 

無回答 

正社員と職務が同じパートの基本賃金（基本給）の支払状況別事業所割合 
（正社員と職務が同じパートがいる事業所＝100） 

（％） 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

正社員と職務が同じパートの雇用管理の状況 

支払っている 17.4 

支払っている 56.2  

支払っている 26.6  

支払っていない 64.2 

支払っていない 31.3  

支払っていない 61.9  

無回答 18.4 

無回答 12.5  

無回答 11.5  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

役職手当 

賞与 

退職金 

正社員と職務が同じパートの役職手当、賞与、退職金の支払いの有無別事業所割合 
（正社員と職務が同じパートがいる事業所＝100） 

40.2  

13.4  

19.6  

10.8  

5.4  

4.9  

16.4  

27.4  

32.6  

32.5  

53.8  

42.9  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

役職手当 

賞与 

退職金 

正社員と同様の算定方法（制度・基準）に基づいている 正社員と算定要素が全て共通している 

正社員と算定要素が一部共通している 正社員とは算定要素が全く異なる 

正社員と職務が同じパートの役職手当、賞与、退職金の支払状況別事業所割合 
（役職手当、賞与、退職金を支払っている事業所＝100） 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

※H18は、賞与・退職金について、パート全体（正社員と職務が同じ者に絞っていない）の扱いを調査している。 2 

賃金の決定方法（第９条） 



○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

81.2  

56.0  

73.5  

7.8  

18.4  

5.3  

46.0  

32.1  

18.7  

7.9  
3.1  

48.7  

30.2  

52.5  

1.2  

37.3  

21.2  22.2  

8.2  
2.3  

9.0  5.3  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

90.0  

職
務
の
内
容
（業
務
の 

内
容
及
び
責
任
の
重
さ
） 

職
務
の
成
果 

能
力
、
経
験 

転
勤
可
能
性
の
有
無 

地
域
で
の
賃
金
相
場 

最
低
賃
金 

勤
続
年
数 

年
齢 

学
歴 

そ
の
他 

無
回
答 

（％） 

正社員 

パート 

賃金決定の際に考慮した内容別事業所割合（複数回答） 
（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

パート労働者の採用時の賃金決定の際に考慮した内容
（複数回答） 

31.4  

14.4  

26.1  

71.7  

19.1  
12.7  

7.4  
1.2  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

仕
事
の
困
難
度 

同
じ
職
種
の
正
社
員
の
賃
金 

経
験
年
数 

同
じ
地
域
・職
種
の
パ
ー
ト
の

賃
金
相
場 

地
域
・産
業
別
最
低
賃
金 

年
齢 

そ
の
他 

不
明 

（％） 

資料出所：平成18年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

H18 

H23 

（※ H18は再集計をしていないデータである） 

3 



○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

正社員より

高い 
6.4% 

正社員より

低い 
61.6% 

正社員と 
同じ 

27.9% 

無回答 
4.2% 

正社員と職務が同じパートと正社員を比較した場合の 
１時間当たりの基本賃金の差の有無別事業所割合 

（正社員と職務が同じパートがいる事業所＝100） 

正社員と職務が同じパートの正社員との賃金額の差 

正社員の 
８割以上 

45.1  

正社員の 
６割以上 
８割未満 

43.7  

正社員の 
４割以上 
６割未満 

10.6  
 

正社員の 
４割未満 

0.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

正社員より低い場合の正社員の基本賃金に対する割合 
（職務が同じ正社員よりも基本賃金が低いパートがいる事業所＝100） 

48.6  

36.5  35.2  

21.3  21.1  19.7  
16.9  

9.0  10.6  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

パ
ー
ト
は
勤
務
時
間
の
自
由
が

利
く
か
ら 

正
社
員
は
企
業
へ
の
将
来
的
な
貢

献
度
の
期
待
が
高
い
か
ら 

そ
う
い
っ
た
契
約
内
容
で
パ
ー
ト

が
納
得
し
て
い
る
か
ら 

定
年
後
の
再
雇
用
制
度
で
パ
ー

ト
を
雇
用
し
て
い
る
か
ら 

パ
ー
ト
は
人
事
異
動
の
幅
や
頻
度

が
少
な
い
か
ら 

パ
ー
ト
は
残
業
の
時
間
数
、
回
数

が
少
な
い
か
ら 

パ
ー
ト
の
賃
金
を
上
げ
る
余
裕

が
な
い
か
ら 

正
社
員
の
賃
金
を
下
げ
る
こ
と

が
で
き
な
い
か
ら 

そ
の
他 

職務が同じ正社員よりもパートの１時間当たりの基本賃金が低い理由別事業所割合 
（複数回答３つまで、職務が同じ正社員よりも基本賃金が低いパートがいる事業所＝100） 

 （％） 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 4 



職務が正社員とほとんど同じ短時間労働者の正社員と
の賃金額の差の有無 

ある 
81.7% 

ない 
16.9% 

不 明 
1.4% 

H18 

94.5  

6.2  

0.0  

20.0  

40.0  

60.0  

80.0  

100.0  

パートの方が低い パートの方が高い 

正社員と職務がほとんど同じパートの 
１時間当たりの賃金額の差 

賃金額の差の内容
（複数回答） 

資料出所：平成18年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

(%) 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

72.7  

31.1  

14.5  
8.3  

32.9  

8.4  
15.9  

0.0  
10.0  
20.0  
30.0  
40.0  
50.0  
60.0  
70.0  
80.0  

勤
務
時
間
の
自
由
度
が
違

う
か
ら 

残
業
の
時
間
数
、
回
数
が
違

う
か
ら 

正
社
員
に
は
転
居
を
伴
う
異

動
が
あ
る
か
ら 

転
居
を
伴
う
異
動
は
な
い

が
、
人
事
異
動
の
幅
や
頻
度

が
違
う
か
ら 

正
社
員
に
は
企
業
へ
の
貢
献

が
よ
り
期
待
で
き
る
か
ら 

正
社
員
の
賃
金
を
下
げ
る
こ

と
が
で
き
な
い
か
ら 

そ
の
他 

（％） 

パートと職務がほとんど同じ正社員との賃金額の差がある場合の低い理由 
（３つまで複数回答） 

（※ H18は再集計をしていないデータである） 

5 



71.6  
67.2  

70.8  

52.1  
59.1  

42.2  
37.1  

26.0  27.6  29.7  

19.4  

8.8  7.3  7.0  5.4  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

通
勤
手
当 

更
衣
室
の
利
用 

休
憩
室
の
利
用 

慶
弔
休
暇 

賞
与 

人
事
評
価
・考
課 

定
期
的
な
昇
給 

給
食
施
設
の
利
用 

人
間
ド
ッ
ク
の
補
助 

退
職
金 

役
職
手
当 

精
勤
手
当 

企
業
年
金 

家
族
手
当 

住
宅
手
当 

（％） 

正社員と職務が同じパートに実施 

手当等、各種制度の実施状況及び福利厚生施設の利用状況別事業所割合 
（複数回答） 

（正社員と職務が同じパートがいる事業所＝100） 
 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

65.1  
61.8  60.3  

42.2  
37.3  36.4  

27.8  
21.8  20.2  

13.0  
7.6  6.6  

3.1  2.5  2.0  

85.6  

66.7  64.7  

82.7  83.4  

62.7  
66.5  

23.7  

44.7  

74.3  72.1  

23.1  
27.7  

53.4  

37.8  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

90.0  

通
勤
手
当 

更
衣
室
の
利
用 

休
憩
室
の
利
用 

慶
弔
休
暇 

賞
与 

人
事
評
価
・考
課 

定
期
的
な
昇
給 

給
食
施
設
の
利
用 

人
間
ド
ッ
ク
の
補
助 

退
職
金 

役
職
手
当 

精
勤
手
当 

企
業
年
金 

家
族
手
当 

住
宅
手
当 

パートに実施 

正社員に実施 

手当等、各種制度の実施状況及び福利厚生施設の利用状況別事業所割合 
（複数回答） 

（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） （％） 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

H23 

手当・制度の実施状況 

6 資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

H23 



○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

7 

68.4  

55.1  
50.3  

45.5  

20.0  
15.5  

9.2  9.2  8.4  7.4  
2.1  1.8  1.7  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

通
勤
手
当 

社
内
行
事
へ
の
参
加 

定
期
健
康
診
断 

慶
弔
見
舞
金 

雇
入
時
健
康
診
断 

保
養
施
設
の
利
用 

精
勤
手
当 

職
能
資
格
制
度 

役
職
手
当 

役
職
へ
の
登
用 

家
族
手
当 

託
児
施
設
の
利
用 

住
宅
手
当 

（％） 

手当等、各種制度のパートへの実施状況及び福利厚生施設のパートの利用状況別事業所割合 
（複数回答） 

（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

資料出所：平成18年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

H18 

（※ H18は再集計をしていないデータである） 



54.4  

32.1  
26.5  

9.2  10.5  

67.1  

46.2  
51.5  

35.3  
29.2  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

日
常
的
な
業
務
を
通
じ
た
、 

計
画
的
な
教
育
訓
練
（OJT

） 

入
職
時
の
ガ
イ
ダ
ン
ス
（Off-JT) 

職
務
の
遂
行
に
必
要
な
能
力
を 

付
与
す
る
教
育
訓
練
（Off-JT) 

将
来
の
た
め
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ 

の
た
め
の
教
育
訓
練
（Off-JT) 

自
己
啓
発
費
用
の
補
助 

パートに実施している 

正社員に実施している 

 教育訓練の実施状況別事業所割合（複数回答） 
（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

（％） 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

H18 
18.3  

28.7  

10.9  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

O
FF-JT 

計
画
的
なO

JT 

自
己
啓
発 

費
用
の
補
助 

パートに実施している教育訓練等の内容（複数回答） 

資料出所：平成18年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

（％） 

H23 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

（※ H18は再集計をしていないデータである） 

教育訓練（第10条） 

8 



58.7  

41.1  
37.1  

12.7  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

正
社
員
を
募
集
す
る
場
合
、

そ
の
募
集
内
容
を
パ
ー
ト
に
周

知
し
て
い
る 

正
社
員
の
ポ
ス
ト
を
社
内
公

募
に
す
る
場
合
、
パ
ー
ト
に
も

応
募
機
会
を
与
え
て
い
る 

試
験
制
度
等
、
正
社
員
転
換

制
度
を
導
入
し
て
い
る 

そ
の
他
（例
え
ば
正
社
員
と
し

て
必
要
な
能
力
取
得
の
た
め

の
援
助
等
） 

（％） 

パートの正社員転換推進措置の実施方法別事業所割合（複数回答） 
（パートの正社員転換推進措置を実施している事業所＝100） 

制度あり 
45.8  

制度なし 
50.3  

無回答 
3.9  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

H18 

 パートから正社員への転換制度の有無 
（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

実施している 
41.5  

実施していない 
56.6  

無回答 
1.9  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

H23 

 パートの正社員転換推進措置の有無別事業所割合 
（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 
 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

（※ H18は再集計をしていないデータである。また、H18は制度の内容は調査していない。） 

正社員転換推進措置（第12条） 

9 

資料出所：平成18年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 
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